
■実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜令和８年６月時点＞
	交付限度額
	15億6787万円　　　 

	うち令和７年度　交付決定額
	15億6787万円（100%）

	うち令和８年度　交付決定額
	0円（0%）

	残額
	0円（0%）


■主な事業概要　※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください）
	生活者支援

	◆物価高騰対策生活者支援給付金事業　事業費：12億6,168万4千円　　※食料品特別加算を活用
　物価高騰の影響を受ける市民の生活を支援するため、市民（児童手当支給対象児童を除く）に対し、1人当たり5千円を支給。


	事業者支援

	◆障害福祉サービス事業所等物価高騰対策支援事業　事業費：4,460万円
　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた障害福祉サービス事業所等に対して、支援金を交付。
◆介護保険サービス事業所物価高騰対策支援事業　事業費：4,884万円
　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を大きく受けている介護保険サービス事業所に対して、支援金を交付。
◆医療機関等物価高騰対策支援事業　事業費：4,896万円
　市内に開設し厚生労働大臣が指定する保険医療機関（有床医療機関、無床診療所、歯科診療所）及び保険薬局に対して、エネルギー価格高騰の影響に
よる経済的負担を軽減するため、支援金を交付。
◆保育施設等物価高騰対策支援事業　事業費：4,003万7千円
　光熱費高騰の影響を大きく受けている保育施設等に対し、交付金を交付。
◆農業者物価高騰対策支援事業（肥料）　事業費：8,363万4千円
　物価高騰の影響を受けて生産コストが膨らんでいる農業者に対して、肥料等生産費の高騰分を支援するため、支援金を交付。


※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定
令和７年度補正予算　重点支援地方交付金の活用状況について


茨城県つくば市








